
豊明市議会基本条例（中間評価） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

条      文 実  績 評価 意見・今後の課題等 
前文（抜粋） 

豊明市議会は、二元代表制の下、その一翼を担い、市長その

他執行機関（以下「市長等」という。）との持続的かつ適切な

緊張関係を保持し、行政執行の評価・監視機能、立法機能並び

に政策立案及び提言等の機能を十分発揮し、豊明市の発展と市

民福祉の向上を図る責務を有している。 

  
 
      

   
 

 － 

  
 
      

豊明市議会は、旧議会基本条例の抜本的見直しを行い、平成 31 年 4 月 1 日に新しい議会基本条例

を施行しました。 
新条例は、行政執行の評価・監視機能に加えて、立法、政策立案及び提言機能、情報公開を通じた

説明責任、議員相互の自由闊達な議論を重視するとともに、これまで取り組んできた議会改革を継続

発展させることを目指しています。 
条例施行後は、議会改革を担う機関として全員協議会第 2 部を設け、その下に二つの部会を設けて

全員参加のもと議会改革に取り組んでいます。 
 条例第 36 条は、「議会は、この条例の目的が達成されているかについて、任期の中間年を目途に全議

員で検討するものとする」と規定しており、このたび、平成 31 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日まで

の 3 年間の評価を行いました。政治倫理条例の制定や政務活動費の公開などが高評価の一方で、議会

の政策提案や議員間討議などでは厳しい評価をせざるを得ませんでした。 
 この成果と反省を踏まえ、一層の議会改革に努力することを誓いつつ、議会基本条例の評価結果を報

告いたします。                           

※評価は A～C の三段階とし、表中－の項目は評価対象外としたものです。 



議会及び議員は、市民からの信頼に応えるため、積極的な情

報公開を通じて説明責任を果たすとともに、議員相互の自由闊

達な議論を展開しながら、市政の論点を明らかにして、政策立

案及び提言等を積極的に行うことができる政策形成機能の向上

を図っていかなければならない。 

更に議会は、開かれた議会を目指し、取り組んできた議会改

革を継続発展させなければならない。 
第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、議会及び議員の責務の明確化と資質の向

上のために必要な事項を定めることにより、地方自治の本旨

に基づく市民の負託に的確に応え、市民福祉の向上と持続的

で豊かなまちづくりの実現に寄与することを目的とする。 

 

 
 
 

      

 
 
 

 － 

 
 
 
     

（最高規範性） 

第２条 この条例は、議会の最高規範であり、議会及び議員

は、この条例を遵守して議会を運営しなければならない。 

２ 議会は議会に関する他の条例、規則等を制定し、又は改廃

する場合、この条例の趣旨を尊重し、この条例に定める事項

との整合を図らなければならない。 

   

 

 

３ 議会は、議員がこの条例を理解するため、選挙を経た任期

開始後、速やかにこの条例に関する研修を行わなければならな

 

文書質問に関する要綱 

（R2.4） 

政治倫理条例（R2.12）  

議会会議規則一部改正 

（R3.6）  

市民との意見交換会実施要

領（R2.7） 

傍聴規則見直し(中止)など 

新人研修実施（R1.5）  

 
 
 
 
 

B 

 
 
 
・常時基本条例を意識して

制定・改廃すべき。 
 
・現行法規も整合性をチェ

ックすべき。 



い。  
第２章 議会及び議員の活動原則等 

（議会の活動原則） 

第３条 議会は、次に掲げる事項を活動原則とする。 

（１） 公正性、透明性、信頼性を重んじた市民に開かれた

議会及び市民参加を不断に推進する議会を目指すこと。 

（２） 市民の代表機関であることを常に自覚し、市長等の

市政運営状況等を監視すること。 

（３） 市政等の調査研究を通じて、政策立案及び政策提言

に努めること。 

（４） 合議制の機関であり言論の府であることを認識し、

議員相互の討議による運営を行い、議論を尽くした上で合

意形成を図ること。 

（５） 豊明市議会委員会条例（平成３年条例第２８号）、

豊明市議会会議規則（平成２年議会規則第１号）、議会におけ

る先例又は申し合わせ事項等を常に精査し、議会機能の更なる

向上を目指すこと。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
  
 

 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・規則等の精査に取り組む

べき。 
 

（議員の活動原則） 

第４条 議員は、次に掲げる事項を活動原則とする。 

（１） 議員間の自由な討議を重んじ、積極的な発言、議論

等を行うこと。 

（２） 資質の向上を図り、誠実かつ公正に職務を遂行する

こと。 

（３） 議会活動について市民への説明責任を果たすととも

に、市民の多様な意見を的確に把握し、市政に反映させる

 
毎議会、一般質問に多くの議

員が取り組んだ。 

   
 
 
 

 － 

 



こと。 

（４） 議会の構成員として、特定の地域及び団体の代表に

とどまらず、市民全体の福祉の向上を目指すこと。 
（議員の政治倫理） 

第５条 議員は、市民の負託を受けたものとしてその使命と責

務を深く認識し、自らの人格と倫理の向上に努め、品位を保

持しなければならない。 

２ 議員の政治倫理については、別に定める。  

 

 

 

 

政治倫理条例（R2.12・再掲） 

 
 
  A 

 

（議員定数） 

第６条 議員定数については、別に条例で定める。  

２ 議員定数の改正に当たっては、市の現状と課題並びに将来

予測、展望等を十分に勘案するとともに、幅広い市民の意見

を聴取するものとする。この場合においては、参考人制度又

は公聴会制度を活用することができる。 

  

 

 

実績なし（定数改正の検討提

案は改革協で否決 R.2.12） 

 
 
 
   B 

 

（議員報酬） 

第７条 議員の報酬については、別に条例で定める。 

２ 議員報酬の改正に当たっては、豊明市特別職報酬審議会の

意見のほか、市の現状と課題並びに将来予測、展望等を十分

に勘案するとともに、幅広い市民の意見を聴取するものとす

る。この場合においては、参考人制度又は公聴会制度を活用

することができる。    

 

 

実績なし 

議員報酬削減特例条例案否

決 （R.2.5・6） 

 

 

 

 

  B 
 

 

 

 

（会派） 

第８条 議員は、議会活動を円滑に行うため、会派を結成する

ことができる。 

 
 
 

  

 － 

 



２ 会派は、政策立案及び政策提言等のため調査研究を行うこ

とができる。 

３ 会派は、議会運営及び政策立案等に関し、必要に応じて会

派間で調整を行い、合意形成に努めるものとする。 

４ 会派に関し必要な事項は、別に定める。 

 
 
 
 
申し合わせ P.2 

   

（政務活動費） 

第９条 議員は、政務活動費を有効に活用し、市政等の調査研

究及び政策立案等に資するものとする。又、政務活動費の使

途は公開し、透明性を確保しなければならない。  

２ 政務活動費の使途に対する市民への説明責任は議員が負う

ものとする。 

３ 政務活動費の交付に関しては、別に条例で定める。 

４ 政務活動費の交付の改正に当たっては、議会の役割及び活

動状況等を踏まえ、十分に検討するものとする。 

 

R元・3年度公開 2年度使用

見合わせ(コロナによる) 

 

 
 
条例・規則あり 

 
 
 
 
   A 

 

（議長及び副議長） 

第１０条 議長は、議会を代表し、中立的、かつ、公平な立場

において職務を行い、議会の秩序並びに品位の保持に努め、

民主的な議会運営を行わなければならない。 

２ 副議長は、議長を補佐し、議長の職務の遂行に寄与しなけ

ればならない。 

３ 議長及び副議長の選出に際し、対象となる議員は選挙に先

立って所信表明を行うものとする。 

 
 
 
 
 
 
簡易なあいさつ程度 

 
 
 
 
   C 

 

・所信表明の無い議員への

投票があった。 

 

・立候補をする場合は、所

信表明で議会運営方針や

取り組む課題を明らかに

する･･･申し合わせに追加

すべき。 
（災害時の議会対応） 

第１１条 議会は、災害時においても、議会機能を維持するよ

 
コロナ禍中維持に努めた。 

 
B 

・コロナ禍等への対応面で

不十分。 



う努めるものとする。 

２ 災害時の議会及び議員の行動等に関しては、別に定める。 
申し合わせ P.22 
災害時対応マニュアル 

・オンライン会議への対応 
 必要。 

（通年議会） 

第１２条 議会は、定例会の回数を年１回とし、会期を通年と

する。 

２ 議会の会期を通年とするための必要な事項は、別に定める。 

 
 
実施済み。 
申し合わせ P.4 

  

 － 

 

第３章 議会と市民との関係 

（市民への情報公開、意見交換及び情報発信） 

第１３条 議会は、次に掲げる事項の市民への情報公開、意見

交換及び情報発信を行うものとする。 

（１） 市民に対し積極的にその有する情報を発信し、説明

責任を果たすこと。 

（２） 市民との意見交換の機会を多様に設け、市民の意見

を議会及び議員の政策立案に反映させること。  

（３） 本会議及び委員会の会議を原則公開とし、市民の傍

聴等を促進する積極的な取り組みを進めること。 

（４） 議会は、議案等に対する各議員の表決を議会広報等

で公表する等、議員の活動に対して市民の評価が的確にな

されるよう情報の提供に努めること。   

 

議会報告会（R1） 委員会報

告で代替え（R2） →17条 

 

自主防・星城高意見交換会

（R1.11）(R1.12) 

 

 

「議会だより」発行 （改

善検討中） 

 

 
 
 
 
 
  A 

 
 
 
 
 
・市民の傍聴促進の取り組 
 みが課題。     

（参考人及び公聴会制度） 

第１４条 議会は、本会議及び委員会（常任委員会、議会運営

委員会及び特別委員会）においては参考人制度及び公聴会制

度を活用して、専門的又は政策的な識見等を議会の討議に反

映させることができる。  

 

 

 

実績なし。 

 
 

－ 

 
 
・予算措置必要な場合も。 



（請願及び陳情趣旨の聴取） 

第１５条 議会は、請願及び陳情を市民の政策提案と位置付

け、その審議及び調査に当たっては、請願及び陳情の趣旨を

十分に理解するために、提出者が希望した場合は、意見聴取

の機会を設けることができる。   

 

希望者は実施。 図書館栄分

室閉鎖・核禁条約批准・古戦

場看板など 8件。 

 
 
  A 

 

 

 

 

 
（広報広聴機能の充実） 

第１６条 議会は、市民に開かれた議会を実現するため、その

諸活動に関し多様な媒体を活用して積極的な広報及び広聴に

努めるとともに、それらの活動を通じて得られた市民の声を

議会活動に反映するよう努めるものとする。 

広報 だより・録画配信など 

広聴 実績不十分（コロナ影

響） 

 
   B 

 

（市民意見の把握） 

第１７条 議会は、市民等の多様な意見を把握し、市政に反映

させるため、次の各号に掲げる事項のうち事案に応じて必要

なものを用いるものとする。 

（１） 市民との意見交換会・議会報告会の定期的な実施  

（２） アンケート調査等の実施  

（３） パブリックコメント手続の実施   

 

 

 

 

→13条参照 

だよりアンケート（R2.9） 

なし（政治倫理条例・傍聴

規則） 

 
 
 
   C 

 
・コロナ禍でもできること 
 あった。（オンライン等） 
 
・議会報告会で多様な意見

聞けてない。 
 
 

議会モニター） 

第１８条 議会は、議会運営に関する市民の意見を広く聴取

し、議会に反映させるため、必要に応じて議会モニター等を設

置することができる。 

 

実績なし。  

   

 － 
 

 

・できる規定。 

 

 

第４章 議会と行政との関係   

（議員と市長等との関係） 

第１９条 議員と市長等は、議会審議において、緊張関係を保

 
 
 

  
 
 

 
 
 



持するものとする。 

２ 議員の市長等に対する質問は、広く市政の課題に関する論

点及び争点を明らかにするため、一括質問一括答弁方式のほ

か、一問一答の方式で行うことができる。 

 
 
実施済み。 

 
  B 

 
・一般質問等多かった。 

（反問権） 

第２０条 本会議又は委員会において、議員の質問及び質疑に

対し論点を明確にし、議論を深めるため、市長等は、議長又

は委員長の許可を得て、反問することができる。 

２ 反問権に関する必要な事項は、別に定める。                

 
 
 
 
申し合わせ P.6 

 
 

 － 

 

 

・不適切反問への拒否権必

要では。 

（→申し合わせ） 

 
（政策形成過程の説明） 

第２１条 議会は、市長等が提案する重要な計画、政策、施

策、事業等（以下「政策等」と言う。）について、政策等の

水準の向上を図るため、市長等に対し、次の各号に掲げる事

項の情報を明らかにするよう求めることができる。 

（１） 政策等を必要とする背景、目的及び効果  

（２） 総合計画等における根拠又は位置付け  

（３） 関係ある法令及び条例等          

（４） 政策等の実施に係る財源措置及びコスト計算 

（５） 前項に掲げるもののほか議会が必要と認める情報 

 

 

 

実績なし。 

  

宅地開発 

民営化（保育園等） 

など。 

 

 
 
 

 － 

 
・市長が情報を出すべき。 
 
・駐輪場など説明あった。 
 
・すり合わせが必要。 

（予算及び決算における説明資料） 

第２２条 議会は、市長等に対し、予算及び決算を議会に提出

し、議会の審議に付すに当たっては、前条の規定に準じて、施

策別又は事業別の説明資料等を作成し、提出するよう求めるこ

 

個々の議員請求のみ。 

  

 － 

  
・要求しなくても提出する

よう議会として求めるべ

き。 



とができるものとする。  
（重要な計画の説明） 

第２３条 議会は、市長等が次に定める市政に関する重要な計

画を策定又は変更する場合は説明を求めることができるもの

とする。   

（１） 豊明市における総合計画      

（２） 豊明市都市計画マスタープラン       

（３） 豊明市地域防災計画                 

（４） 豊明市高齢者福祉計画                         

（５） 豊明市子ども・子育て支援事業計画   

（６） その他重要な計画        

 

 

実績なし。 

地域強靭化計画（R2） 

立地適正化計画（R2） 

第8期介護保険計画（R3） 

第２次環境基本計画（R3） 

下水道事業経営戦（R3） 

第３次耐震改修促進計画

(R3)など。 

 
 
 
 
 
   C 

  
 
・説明求めなかったのはダ

メ。 
 
・冊子配布も作成報告もな

いことがある。 

（議決事件の追加） 

第２４条 議会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以

下「法」と言う。）第９６条第２項の規定により、同条第１

項に規定する事件のほか必要な事件を、議会の議決事件とし

て追加することができる。  

２ 前項の規定に基づく議会の議決すべき事件を追加する場合

は、別に条例で定める。 

 

 
実績なし。 

 
 
 

 － 

 
・できる規定で対象がなか

った。 
 
・重要事項は今後議決事項

とするよう留意。 

（文書質問） 

第２５条 議員は、休会中に政策等をより深く理解するため

に、議長を経由して、市長等に対し文書質問を行うことがで

きる。  

２ 文書質問に関する必要な事項は、別に定める。  

 

 

実績なし。 

 

文書質問に関する実施要綱  

（R1.10） 

 
 
  C 

 
 
・せっかくの規定を活用で

きなかった。 



第２６条 議会は、本会議及び委員会において可決された附帯

決議について、市長等に対し最大限尊重することを求めると

ともに、当該附帯決議に関する事後の状況、対応等を遅滞な

く議会に報告するよう求めることができる。 

２ 市長等は、予算及び施策の策定過程において、前項の附帯

決議を最大限尊重するものとする。          

 

実績なし。 

図書館栄分室閉鎖（R2）  

報告求めず。 

 

 
  B 

 
・付帯決議に報告求めるこ

とを入れておくべき。 

第５章 議会の機能充実 

（議会改革） 

第２７条 議会は、社会環境、経済情勢等の変化、市民のニー

ズ等に適切かつ迅速に対応するため、継続的に議会改革に取

り組み、議会機能の強化・充実を図るものとする。     

２ 議会は、前項に規定する取り組みを行うための組織を設置

することができる。              

 

 

全協２部 第 1・2部会設置。 

 

IT化推進専門部会・広報広聴

部会設置。 

 
 
  A 

 
 
・議会改革のテーマを決め 
 て取り組むべき。（委員会

活性化など）   

（議会の政策提案） 

第２８条 議会は、議会の機能を十分に発揮し、条例の制定又

は改廃、議案の修正、決議等を通じて、市長等に対し、政策

を提言することができる。 

２ 議会は、前項の政策提案を行うに当たっては、提案理由等

を明確に説明しなければならない。 

実績なし。 

コロナに市独自の取り組み

を要望する決議案を否決。 

（R.2.4） 

※国への感染拡大防止対策

意見書を採択。 

 
 
   C 

 
・議会で提案するルール・し

くみが必要。 
・一般質問後、全協でテーマ

を協議してはどうか。 

（常任委員会の活動） 

第２９条 常任委員会は、議案の審査のみならず、様々な市政

の課題に迅速かつ的確に対応するため、所管事務調査及び政

策提案を積極的に実施し、その機能を十分発揮しなければな

らない。    

２ 常任委員会の委員変更後も、所管事務調査及び政策提案を

 

 

星城高校へ IT 教育視察。 

 
 
  C 

 
 
・委員会活動の不足。 



継続する必要がある場合は、次の常任委員会へ引き継ぐもの

とする。 
（議員間討議及び意見集約） 

第３０条 議員は、あらゆる会議において、自らの意見、考え

を述べるとともに、他の意見に対しても真摯に耳を傾け、議

員間での討議を尽くさなければならない。 

２ 議長、委員長等は、議会が議員による討論の場であること

を認識し、議員相互の討議を中心とした運営に努めなければ

ならない。 

３ 議長、委員長等は、議員間での討議を中心に会議を運営

し、その結果を市政に反映するよう意見集約に努めるものと

する。  

 

 

政倫審で委員間討議否決。 

 

 

 

 

 

以上ほとんど実績なし。 

  
 
 
 
  C 

  
 
・28～30 条は、議会が監視

から提案重視への移行に

重要。 
 
・討議中心を重視すべき。 

（専門的知見の活用） 

第３１条 議会は、議案等の審議の充実、政策形成機能の強化

及び政策の効果の評価に資するため、法第１００条の２の規

定により、専門的な知識、経験を有する者の活用を図ること

ができる。      

 

 

実績なし。  

 

 
 
  C 

 

 

・今後、専門家の活用が重

要。 

 

（議員研修の充実強化） 

第３２条 議会は、議員の政策立案及び政策提言能力の向上を

図るため、各種議員研修の充実、強化を図るものとする。  

２ 議会及び議員は、市政の課題を広い視点から捉えるため、

他の自治体等を調査研究するよう努めるものとする。    

 

上松議員合同研修会（R1.7） 

豊根議員合同研修会（R1.9） 

豊明・日進・東郷議員合同研

修会（R2.1） 

以後、コロナで実績なし。 

 
 
 
  C  

 
・テーマを決めて研修を。 
・市民との合同研修も。 
・オンラインでもできた。 
・議会としてまとまって共

通テーマに取り組む努力

が必要だった。 
（議会図書室の充実強化）    



第３３条 議会は、議会図書室を管理するとともに、その機能

の強化に努めるものとする。 
自分のパソコンで印刷可能

になった。 
   
  B 

・未配布計画書・改正規則・

要綱等整備を。 
・レファレンス機能ほしい。 
・市民の利用促進も。 

（議会事務局の体制強化） 

第３４条 議会は、議員の政策立案機能及び政策提言機能を高

め、議会運営を円滑かつ効率的に進めるため、議会事務局の

調査機能及び法務機能の充実強化、組織体制の整備を図るよ

う努めるものとする。 

                

  
 
  B 

 

・職員に議会改革の視点を。 

 

・職員の研修成果の共有を。 

 

（議会予算の確保） 

第３５条 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関とし

ての機能を充実させるため、必要な予算の確保に努めるもの

とする。 

  
  C 

・政策提案に予算必要。 
・IT 関係など積極要望を。 
・弁護士謝礼予算も。 

第６章 補則 

（見直し手続き） 

第３６条 議会は、この条例の目的が達成されているかについ

て、任期の中間年を目途に全議員で検討するものとする。  

２ 議会は、前項による検討の結果に基づき、必要に応じてこ

の条例の見直しを行うものとする。 

 

 

 

 

令和 4年度に検討。 

   
 

 － 
  

 
・中間年でよいか。 
 
・委員任期ごとの評価を。 

 


